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　非上場企業である中小企業にとって、上場企業向け会計ルールは必要ありませんが、中小企業

でも簡単に利用できる会計ルールは今までありませんでした。

　「中小企業の会計に関する基本要領（中小会計要領）」は、次のような中小企業の実態を考えて

つくられた新しい会計ルールです。

・経理人員が少なく、高度な会計処理に対応できる十分な能力や経理体制を持っていない 

・会計情報の開示を求められる範囲が、取引先、金融機関、同族株主、税務当局等に限定され

ている 

・主に法人税法で定める処理を意識した会計処理が行われている場合が多い

　中小企業向け会計ルールは、「中小会計要領」の他に、「中小企業の会計に関する指針（中小指

針）」があり、中小企業はどちらも参照することができます。

「中小指針」…　会計専門家が役員に入っている会計参与設置会社が拠ることが適当とされ

　　　　　　　ているように、一定の水準を保った会計処理を示したもの

「中小会計要領」…　「中小指針」に比べて簡便な会計処理をすることが適当と考えられる中

　　　　　　　　　小企業が利用することを想定して策定されたもの

　「中小会計要領」の位置づけ

（出典）非上場会社の会計基準に関する懇談会報告書資料を基に作成

「中小会計要領」とは
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　「中小会計要領」を活用して得られる効果

○決算書の信頼性が向上します。

○その結果、自社の財務状況が明らかになり、投資判断、経営改善等を的確にできるようにな

ります。

○金融機関、取引先等から信頼され、スムーズな資金調達や取引先拡大につながります。

 財務の把握

「中小会計要領」に準拠した会計処理で日々の取引を記録（記帳）し、その記録を取りまとめた

決算書を通じて、自社の経営成績や財政状態を知ることができます。

決算書は事業年度（１年）単位に作成されるのが一般的ですが、月次や四半期毎など定期的に

管理することで、常に最近の経営状況を把握することができます。

 経営改善等

経営者が自社の財務の数値を用いて、自社の過去と現在の状況や、同業他社の状況と比較・分

析することで、会社の課題や問題点などがわかり、将来の事業計画に活用することができます。

 金融機関等との信頼関係

自社の財務について、金融機関など外部の利害関係者への報告・説明が正確なものとなり、利

害関係者との信頼関係の構築に繋がります。

つまり、財務経営力の強化が図られるうえ、資金調達力の強化も期待できます。

①企業会計は、企業の財政状態及び経営成績に関して、真実な報告を提供するものでなければ

ならない。（真実性の原則）

②資本取引と損益取引は明瞭に区別しなければならない。( 資本取引と損益取引の区分の原則 )

③企業会計は、財務諸表によって、利害関係者に対し必要な会計事実を明瞭に表示し、企業の

状況に関する判断を誤らせないようにしなければならない。( 明瞭性の原則 )

④企業の財政に不利な影響を及ぼす可能性がある場合には、これに備えて適当に健全な会計処

理をしなければならない。( 保守主義の原則 )

⑤株主総会提出のため、信用目的のため、租税目的のため等種々の目的のために異なる形式の

財務諸表を作成する必要がある場合、それらの内容は、信頼しうる会計記録に基づいて作成

されたものであって、政策の考慮のために事実の真実な表示をゆがめてはならない。( 単一

性の原則 )

⑥企業会計の目的は、企業の財務内容を明らかにし、企業の経営状況に関する利害関係者の判

断を誤らせないようにすることにある。このため、重要性の乏しいものについては、本来の

会計処理によらないで、他の簡便な方法により処理することも認められる。( 重要性の原則 )

「中小会計要領」を活用するメリット

「中小会計要領」利用の留意事項
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１. 収益、費用の基本的な会計処理

(1) 収益は、原則として、製品、商品の販売又はサービスの提供を行い、かつ、これに対する

現金及び預金、売掛金、受取手形等を取得した時に計上する。

(2) 費用は、原則として、費用の発生原因となる取引が発生した時又はサービスの提供を受け

た時に計上する。

(3) 収益とこれに関連する費用は、両者を対応させて期間損益を計算する。

(4) 収益及び費用は、原則として、総額で計上し、収益の項目と費用の項目とを直接に相殺す

ることによってその全部又は一部を損益計算書から除去してはならない。

２. 資産、負債の基本的な会計処理

(1) 資産は、原則として、取得価額で計上する。

(2) 負債のうち、債務は、原則として、債務額で計上する。

３. 金銭債権及び金銭債務

(1) 金銭債権は、原則として、取得価額で計上する。

(2) 金銭債務は、原則として、債務額で計上する。

(3) 受取手形割引額及び受取手形裏書譲渡額は、貸借対照表の注記とする。

注）受取手形を取引金融機関等で割り引いたり、裏書きをして取引先に譲渡した場合は、

経営者や金融機関が企業の資金繰り状況を見る上で、受取手形の割引額や裏書譲渡額

の情報は重要であるため、受取手形割引額及び受取手形裏書譲渡額は注記する。

４. 貸倒損失、貸倒引当金

(1) 倒産手続き等により債権が法的に消滅したときは、その金額を貸倒損失として計上する。

(2) 債務者の資産状況、支払能力等からみて回収不能な債権については、その回収不能額を貸

倒損失として計上する。

(3) 債務者の資産状況、支払能力等からみて回収不能のおそれのある債権については、その回

収不能見込額を貸倒引当金として計上する。

注）決算期末における貸倒引当金の計算方法としては、債権全体に対して法人税法上の中

小法人に認められている法定繰入率で算定することが実務上考えられます。また、過

去の貸倒実績率で引当金額を見積る方法等も考えられます。

５. 有価証券

(1) 有価証券は、原則として、取得原価で計上する。

(2) 売買目的の有価証券を保有する場合は、時価で計上する。

(3) 有価証券の評価方法は、総平均法、移動平均法等による。

(4) 時価が取得原価よりも著しく下落したときは、回復の見込みがあると判断した場合を除き、

評価損を計上する。

注）時価が取得原価よりも著しく下落したときとは、個々の銘柄の有価証券の時価が取得

「中小会計要領」の内容
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原価に比べて50％程度以上下落した場合には、該当するものと考えられます。時価の

把握が難しい場合には、例えば、大幅な債務超過等でほとんど価値がないと判断でき

るものについては、評価損の計上が必要と考えられます。

６. 棚卸資産

(1) 棚卸資産は、原則として、取得原価で計上する。

(2) 棚卸資産の評価基準は、原価法又は低価法による。

(3) 棚卸資産の評価方法は、個別法、先入先出法、総平均法、移動平均法、最終仕入原価法、

売価還元法等による。

(4) 時価が取得原価よりも著しく下落したときは、回復の見込みがあると判断した場合を除き、

評価損を計上する。

注）棚卸資産の時価は、商品、製品等については、個々の商品等ごとの売価か最近の仕入

金額により把握することが考えられます。時価を把握することが難しい場合には、例

えば、棚卸資産が著しく陳腐化したときや、災害により著しく損傷したとき、あるいは、

賞味期限切れや雨ざらし等でほとんど価値がないと判断できるものについては、評価

損の計上が必要と考えられます。

７. 経過勘定

(1) 前払費用及び前受収益は、当期の損益計算に含めない。

(2) 未払費用及び未収収益は、当期の損益計算に反映する。

８. 固定資産

(1) 固定資産は、有形固定資産（建物、機械装置、土地等）、無形固定資産（ソフトウェア、借地権、

特許権、のれん等）及び投資その他の資産に分類する。

(2) 固定資産は、原則として、取得原価で計上する。

(3) 有形固定資産は、定率法、定額法等の方法に従い、相当の減価償却を行う。

(4) 無形固定資産は、原則として定額法により、相当の減価償却を行う。

(5) 固定資産の耐用年数は、法人税法に定める期間等、適切な利用期間とする。

(6) 固定資産について、災害等により著しい資産価値の下落が判明したときは、評価損を計上

する。
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９. 繰延資産

(1) 創立費、開業費、開発費、株式交付費、社債発行費及び新株予約権発行費は、費用処理するか、

繰延資産として資産計上する。

(2) 繰延資産は、その効果の及ぶ期間にわたって償却する。

10. リース取引

　リース取引に係る借手は、賃貸借取引又は売買取引に係る方法に準じて会計処理を行う。

注）リース取引の会計処理には、賃貸借取引に係る方法と、売買取引に係る方法に準じて

会計処理する方法の二種類があります。賃貸借取引に係る方法で会計処理を行った場

合、将来支払うべき金額が貸借対照表に計上されないため、金額的に重要性があるも

のについては、期末時点での未経過のリース料を注記することが望ましいと考えられ

ます。

11. 引当金

(1) 以下に該当するものを引当金として、当期の負担に属する金額を当期の費用又は損失とし

て計上し、当該引当金の残高を貸借対照表の負債の部又は資産の部に記載する。

・将来の特定の費用又は損失であること

・発生が当期以前の事象に起因すること

・発生の可能性が高いこと

・金額を合理的に見積ることができること

(2) 賞与引当金については、翌期に従業員に対して支給する賞与の見積額のうち、当期の負担

に属する部分の金額を計上する。

(3) 退職給付引当金については、退職金規程や退職金等の支払いに関する合意があり、退職一

時金制度を採用している場合において、当期末における退職給付に係る自己都合要支給額

を基に計上する。

(4) 中小企業退職金共済、特定退職金共済、確定拠出年金等、将来の退職給付について拠出以

後に追加的な負担が生じない制度を採用している場合においては、毎期の掛金を費用処理

する。
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　参考）賞与引当金支給対象期間基準の算式（計算方法の１つ）

12. 外貨建取引等

(1) 外貨建取引（外国通貨建で受け払いされる取引）は、当該取引発生時の為替相場による円換

算額で計上する。

(2) 外貨建金銭債権債務については、取得時の為替相場又は決算時の為替相場による円換算額

で計上する。

注）為替予約を行っている場合には、外貨建取引及び外貨建金銭債権債務について、決済

時における確定の円換算額で計上することができます。決算日の為替相場によった場

合には、取引を行った時のドル為替相場による円換算額との間に差額が生じますが、

これは為替差損益として損益処理します。

13. 純資産

(1) 純資産とは、資産の部の合計額から負債の部の合計額を控除した額をいう。

(2) 純資産のうち株主資本は、資本金、資本剰余金、利益剰余金等から構成される。

14. 注記

(1) 会社計算規則に基づき、重要な会計方針に係る事項、株主資本等変動計算書に関する事項

等を注記する。

(2) 本要領に拠って計算書類を作成した場合には、その旨を記載する。

注）重要な会計方針に係る事項は、有価証券や棚卸資産の評価基準及び評価方法、固定資

産の減価償却の方法、引当金の計上基準等を記載します。株主資本等変動計算書に関

する注記は、決算期末における発行済株式数や配当金額等を記載します。それ以外に、

会計方針の変更又は表示方法の変更もしくは誤謬の訂正を行ったときには、その変更

内容等を記載します。

　　　また、本要領では、貸借対照表に関する注記として、「受取手形割引額及び受取手形

裏書譲渡額」を注記することとしています。「未経過リース料」についても注記するこ

とが望まれます。その他、会社の財産又は損益の状態を正確に判断するために必要な

事項を注記します。例えば、担保資産に関する注記が考えられます。

繰入額　＝

前１年間の

１人当たり

の使用人等

に対する賞

与支給額

×
当期の月数

12

当期において期

末在職使用人等

に支給した賞与

の額で当期に対

応するものの１

人当たりの賞与

支給額

期末の在

職使用人

等の数

×－

詳細は、中小企業庁のホームページをご覧ください。（「中小企業の会計に関する基本要領」は

全部で28ページ。計算書類の様式も掲載されています。）

http://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/youryou/index.htm
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☆平成24年10月１日以降

　厚生労働省では、雇用調整助成金と中小企業緊急雇用安定助成金につ

いて支給要件の見直しを行い、平成24年10月１日から内容の一部を変

更しました。

　これらの助成金は、経済上の理由で事業活動の縮小を余儀なくされた

事業主が、従業員を一時的に休業させた場合などに、手当や賃金の一部

を助成するものであり、平成20年９月のリーマン･ショック後、支給要

件を緩和することで多くの事業主が利用できるようにしてきましたが、

経済状況の回復に応じて見直すこととしました。

　現在助成金を受給中、または今後利用をお考えの事業主の方はご留意

ください。（平成24年10月１日作成のガイドブックを参考にして下さい。）

■見直しを行う要件の概要

　１．生産量要件の見直し

　「最近３か月の生産量または売上高が、その直前の３か月または前年同期と比べ、５％以

上減少」を、「最近３か月の生産量又は売上高が、前年同期と比べ、10％以上減少」とします。

また、中小企業事業主で、直近の経常損益が赤字であれば、５％未満の減少でも助成対象と

していましたが、この要件を撤廃します。

　２．支給限度日数の見直し

　「３年間で300日」を、平成24年10月１日から「１年間で100日」に、平成25年10月１

日から「１年間で100日・３年間で150日」とします。

　３．教育訓練費（事業所内訓練）の見直し

　「雇用調整助成金の場合2,000円、中小企業緊急雇用安定助成金3,000円 」を、「雇用調整

助成金の場合1,000円、中小企業緊急雇用安定助成金1,500円」とします。

＜問合せ先＞　富山労働局雇用調整助成金センター

　　　　　　　TEL 076-432-9162　FAX 076-432-9170

雇用調整助成金及び中小企業緊急雇用安定助成金が変更になりました！
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☆平成24年10月１日から施行

　派遣労働者の保護と雇用の安定を図るため、派遣会社・派遣先には、新たな義務が課されまし

た。ここでは、派遣先（受け入れ先）が関連する箇所を取り上げます。

■主な改正内容

　１．離職後１年以内の人を元の勤務先に派遣することの禁止

　本来直接雇用とすべき労働者を派遣労働者に置き換えることで、労働条件が切り下げられ

ることのないよう、派遣会社が離職後１年以内の人と労働契約を結び、元の勤務先に派遣す

ることはできなくなりました。元の勤務先が該当者を受け入れることも禁止されました。

【派遣会社】離職前事業者へ派遣労働者として派遣することを禁止

【派遣先】該当する元従業員を派遣労働者として受け入れることを禁止

　

　２．派遣先の都合で派遣契約を解除するときに講ずべき措置

　労働者派遣契約の中途解除によって、派遣労働者の雇用が失われることを防ぐため、派遣

先の都合により派遣契約を解除する場合には、

① 派遣労働者の新たな就業機会の確保

② 休業手当などの支払いに要する費用の負担 など

の措置をとることが、派遣先の義務となります。

（派遣契約時にこれらの措置について明記しなければなりません）

　３．均衡待遇の確保

【派遣会社の義務】派遣会社は、派遣労働者の賃金を決定する際、

① 派遣先で同種の業務に従事する労働者の賃金水準

② 派遣労働者の職務の内容、職務の成果、意欲、能力、経験など

に配慮しなければなりません。

教育訓練や福利厚生などについても均衡に向けた配慮が求められます。

【派遣先の義務】派遣会社に対し、必要な情報を提供するなどの協力が求められます。

　４．労働契約申込みみなし制度（平成27年10月１日施行）

　労働契約申込みみなし制度とは、派遣先が違法派遣と知りながら派遣労働者を受け入れて

いる場合、違法状態が発生した時点において、派遣先が派遣労働者に対して労働契約の申し

込み（直接雇用の申し込み）をしたものとみなす制度です。

＜問合せ先＞　富山労働局職業安定部需給調整事業室

　　　　　　　TEL 076-432-2718　FAX 076-432-3801

労働者派遣法が改正されました！
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☆平成24年10月１日　とやま自遊館２階に開所

　本格的な高齢社会を迎える中で、働く意欲のある元気な高齢者が長年培った豊富な知識、技術、

経験などを活かし、「社会の担い手」として、本県産業や地域社会のために大いに活躍いただく

ことが期待されています。

　専門的な能力を有し、経験豊富な高齢者の就業と、県内企業を支える専門人材の確保・育成を

総合的に支援するために、「とやまシニア専門人材バンク」を開設しました。

　人材バンクでは、富山県・富山労働局・富山公共職業安定所が一体となって支援を行いますの

で、ぜひご利用ください。

■対象となる方・企業

　・概ね55歳以上で、有する専門的な知識や技術等を活用して再就職を希望される方

　・上記専門人材の採用を希望する企業等

　（例）○人事、労務管理者など管理的職業の経験者

   　　○通訳、デザイナー、海外取引従事者など専門的職業の経験者

   　　○機械や電気技術者、溶接、クレーン技能者など技術的職業の経験者や資格所有者など

■提供サービス

・専門人材や採用予定企業の情報を人材バ        

ンクに登録し、窓口やインターネット上 

でその情報を提供します。

・ハローワークの求人求職システムによ    

り、職業相談、職業紹介までを総合的に

支援します。

・登録者のご希望を踏まえ、再就職等が決

まるまでマンツーマンで対応します。

・登録企業に対して、高齢者人材活用のア

ドバイスや個別相談を行います。

■ウェブサイトのご案内

　・インターネット上で専門人材・企業の登録・検索・詳細情報の閲覧が可能

　・登録者には、メール等で情報提供

　・イベント等の情報を随時お知らせ

　ホームページ http://senior-bank.pref.toyama.lg.jp/

　メールアドレス info@senior-bank.pref.toyama.lg.jp

＜問合せ先＞　とやまシニア専門人材バンク

　　　　　　　TEL 076-444-4289　FAX 076-444-0117

とやまシニア専門人材バンクがオープンしました！
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☆平成24年11月４日以降

　富山県（地域別）最低賃金が、時間額700円に改正（時間額８円の引上げ）され、平成24年11

月４日から効力が発生しました。

○最低賃金とは、最低賃金法に基づき国が賃金の最低額を定めるも

ので、使用者は、最低賃金額以上の賃金を労働者に支払わなけれ

ばなりません。

○仮に最低賃金額より低い賃金を労働者、使用者双方の合意の上で

定めても、最低賃金法によって無効とされ、最低賃金額と同様の

定めをしたこととなり、最低賃金額を支払わなくてはなりません。

○地域別最低賃金額以上の賃金額を支払わない場合には、罰則（50

万円以下の罰金）が定められています。

○貴社の労働者の賃金額が地域別最低賃金額を下回ることのないよ

う、金額をご確認ください。

○派遣労働者については、派遣先の事業場に適用されている地域別最低賃金又は特定（産業別）

最低賃金が適用されます。

■確認の仕方

　支払われる賃金と最低賃金額を次の方法により比較します。

＜問合せ先＞　富山労働局労働基準部賃金室

　　　　　　　TEL 076-432-2735　FAX 076-432-6089

地域別最低賃金額が改定されました！



－ 11 －

☆平成25年４月1日から施行

　すべての事業主は、法定雇用率以上の割合で障害者を雇用する義務があります（障害者雇用率

制度）。この法定雇用率が、平成25年４月１日から以下のように変わります。

「障害者の雇用の促進等に関する法律」では、事業主に対して、その雇用する労働者

に占める身体障害者・知的障害者の割合が一定率（法定雇用率）以上になるよう義

務づけています（精神障害者については雇用義務はありませんが、雇用した場合は

身体障害者・知的障害者を雇用したものとみなされます）。

この法律では、法定雇用率は「労働者（※）の総数に占める身体障害者・知的障害者

である労働者（※）の総数の割合」を基準として設定し、少なくとも５年ごとに、こ

の割合の推移を考慮して政令で定めるとしています。今回の法定雇用率の変更は、

同法の規定に基づくものです。                       （※）失業中の人も含みます。

■ご注意　従業員50人以上56人未満の事業主の方は特にご注意ください。

　今回の法定雇用率の変更に伴い、障害者を雇用しなければならない事業主の範囲が、従業員

56人以上から50人以上に変わります。また、その事業主には、以下の義務があります。

　◆ 毎年６月１日時点の障害者雇用状況をハローワークに報告しなければなりません

　◆ 障害者雇用推進者を選任するよう努めなければなりません

　障害者雇用推進者の業務

　・障害者の雇用の促進と継続を図るために必要な施設、設備の

　　設置や整備

　・障害者雇用状況の報告

　・障害者を解雇した場合のハローワークへの届け出 など

＜問合せ先＞　富山労働局職業安定部職業対策課高齢・障害者対策係

　　　　　　　TEL 076-432-2793　FAX 076-432-3801

障害者法定雇用率が引き上げになります！

障害者雇用率制度とは…
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☆平成25年４月１日から施行

　急速な高齢化の進行に対応し、高年齢者が少なくとも年金受給開

始年齢までは意欲と能力に応じて働き続けられる環境の整備を目的

として、「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」（高年齢者雇用

安定法）の一部が改正され、平成25年４月１日から施行されます。

　今回の改正は、定年に達した人を引き続き雇用する「継続雇用制

度」の対象者を労使協定で限定できる仕組みの廃止などを内容とし

ています。

■改正のポイント

　１．継続雇用制度の対象者を限定できる仕組みの廃止

　65歳未満の定年を定めている事業主が、高年齢者雇用確保措置として継続雇用制度を導

入する場合、現行の法律では、継続雇用の対象者を限定する基準を労使協定で定めることが

できます。

　今回の改正でこの仕組みが廃止され、平成25年４月１日からは、希望者全員を継続雇用

制度の対象とすることが必要になります。

　２．継続雇用制度の対象者を雇用する企業の範囲の拡大

　定年を迎えた高年齢者の継続雇用先を、自社だけでなく、グループ内の他の会社（子会社

や関連会社など）まで広げることができるようになります。

　子会社とは、議決権の過半数を有しているなど支配力を及ぼしている企業であり、関連会

社とは、議決権を20％以上有しているなど影響力を及ぼしている企業です。

　この場合、継続雇用についての事業主間の契約が必要になります。

　３．義務違反の企業に対する公表規定の導入

　高年齢者雇用確保措置を実施していない企業に対しては、労働局、ハローワークが指導を

実施します。

　指導後も改善がみられない企業に対しては、高年齢者雇用確保措置義務に関する勧告を行

い、それでも法律違反が是正されない場合は企業名を公表することがあります。

　４．高年齢者雇用確保措置の実施および運用に関する指針の策定

　今後、事業主が講ずべき高年齢者雇用確保措置の実施および運用に関する指針を、労働政

策審議会における議論などを経て策定します。

　この指針には、業務の遂行に堪えない人を継続雇用制度でどのように取り扱うかなどを含

みます。

＜問合せ先＞　富山労働局職業安定部職業対策課高齢・障害者対策係

　　　　　　　TEL 076-432-2793　FAX 076-432-3801

高年齢者雇用安定法が改正されました
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